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資料１

スポーツ・コンベンションセンター整備検討事業

～ＰＦＩ等導入可能性調査事業の中間報告の概要～

１ ＶＦＭの算定

スポーツ・コンベンションセンター（以下，「本施設」という。）の整備

・運営手法について，従来型手法※１に比べて，ＰＦＩ方式※２の方が財政負

担額をどれだけ削減できるかを示す割合であるＶＦＭ（Value For Money）

を算定し，本施設の整備・運営をＰＦＩ方式で実施することによってＶＦ

Ｍが確保されるか否かについて検討した。

※１ 従来型手法：公共が資金調達を行い，設計，建設，維持管理・運営の各業務を民間

事業者に個別に発注する方式

※２ ＰＦＩ方式：ＰＦＩ事業者が資金調達を行い，公共が設計，建設，維持管理・運営

を一括してＰＦＩ事業者に発注する方式

【算定に当たっての条件】

○ ＶＦＭ分析の比較対象事業スキーム

本施設の設計・建設・維持管理・運営に対する従来型手法によるスキームとＰＦＩ方

式(ＢＴＯ方式
※３

)（以下，「ＰＦＩ方式」という。）によるスキーム

※３ ＢＴＯ方式：ＰＦＩ事業者が，施設を建設（Build）し，その所有権を公共に移転

（Transfer）した上で，維持管理・運営（Operate）を行う方式

○ 前提条件

事業期間は，設計・建設期間を４年間，開業準備・維持管理・運営期間を15年間と設

定。なお，自由提案事業の収支は見込まない。

○ 費用面

設計・建設，開業準備，維持管理，運営の各業務について，基本構想の数値及びＰＦ

Ｉ方式を採用した場合の想定コスト削減率を基に設定。また，ＳＰＣ
※４

の運営経費など

ＰＦＩ方式の場合の事業実施に係る追加的経費について，類似事例の実績等に基づき設

定。

※４ ＳＰＣ：Special Purpose Company（特別目的会社）の略で，倒産隔離等を目的と

して，特定の事業のみの実施を目的として設立された会社

○ 収入面

利用料金収入及びネーミングライツ収入について，基本構想の数値を基に設定。

○ 資金面

従来型手法では起債及び一般財源にて調達し，ＰＦＩ方式では民間金融機関からの借

入を想定。
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以上の条件のもと，本施設の整備・運営にＰＦＩ方式を導入した場合に

おけるＶＦＭの試算を行ったところ，ＰＦＩ方式では，従来型手法に比べ

約６．３％のＶＦＭが見込まれた。

【表 ＶＦＭ算定結果】

項目 値

①従来型手法（ＰＳＣ※５） 24,437,756千円

②ＰＦＩ方式（ＰＦＩ事業のＬＣＣ※６） 22,907,448千円

③ＶＦＭ（金額） 1,530,308千円

④ＶＦＭ（割合） 約6.3％

※５ ＰＳＣ：公共が自ら実施する場合の事業期間全体を通じた公的財政負担の見込額の

現在価値
※７

※６ ＰＦＩ事業のＬＣＣ：ＰＦＩ事業として実施する場合の事業期間全体を通じた公的

財政負担の見込額の現在価値
※７

※７ 現在価値：複数年にわたる事業の経済的価値を図るために，将来価値を一定の割引

率で置きかえたもの

なお，今回算定しているＶＦＭは，基本構想時の概算事業費に基づく算

定であり，今後，市場調査（民間事業者意向調査）結果や基本構想の内容

の精査・整理等の検討の中で，改めて算定し，最終報告で提示する。

２ 民間活力の導入可能性の評価

民間事業者への意向調査を踏まえて，抽出・整理した従来型手法，ＤＢ

方式※8，ＤＢＯ方式※9，ＰＦＩ方式の各事業スキームについて，定量的・定

性的に評価を行った。

※8 ＤＢ方式：公共が資金調達を行い，設計（Design），建設（Build）を一括して民間事

業者に発注する方式

※9 ＤＢＯ方式：公共が資金調達を行い，設計（Design），建設（Build），維持管理・運

営（Operate）を一括して民間事業者に発注する方式

(1) 定量的評価

① 財政負担の削減

ア） 性能発注・一括発注によるコスト削減効果

⇒ ＤＢＯ方式，ＰＦＩ方式に優位性あり

ＤＢＯ方式，ＰＦＩ方式は，設計から維持管理・運営まで

を一括発注するため，コスト削減が期待できることなどから，

従来型手法，ＤＢ方式に比べ優位性がある。
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イ） 料金収入・事業収入の増加による財政負担の軽減効果

⇒ ＤＢＯ方式，ＰＦＩ方式に優位性あり

ＤＢＯ方式，ＰＦＩ方式は，設計から維持管理・運営まで

を一括発注するため，設計の段階から料金収入増・事業収入

増を踏まえた計画が可能であり，従来型手法，ＤＢ方式に比

べ優位性がある。

ウ） 資金調達にかかる費用の違い

⇒ 従来型手法，ＤＢ方式，ＤＢＯ方式に優位性あり

資金調達にかかる費用については，県による資金調達の金

利に比べ，民間事業者による資金調達の金利が高くなる可能

性がある。

従来型手法，ＤＢ方式，ＤＢＯ方式は，県が資金調達を行

うため，民間事業者が資金調達を行うＰＦＩ方式に比べ，資

金調達費用が抑えられる可能性があり，優位性がある。

② 財政支出の平準化

⇒ ＰＦＩ方式に優位性あり

従来型手法，ＤＢ方式，ＤＢＯ方式では，建設工事費を工

事期間中に支払うことになり，その財源として交付金のほか

起債や一般財源を活用することとなるため，工事期間中の歳

入・歳出が増加する。

一方，ＰＦＩ方式では，建設工事費に対して民間資金が活

用され，県は当該工事費を維持管理・運営期間中に分割して

支払うことが可能になり，歳入・歳出の平準化が図られるため，

従来型手法，ＤＢ方式，ＤＢＯ方式に比べ優位性がある。

(2) 定性的評価

① サービス水準の向上

ア） 管理運営の質の向上

⇒ ＤＢＯ方式，ＰＦＩ方式に優位性あり

ＤＢＯ方式及びＰＦＩ方式では，設計から維持管理・運営

までを一括発注するため，設計の段階から管理運営の質の向

上を踏まえた計画が可能であり，従来型手法，ＤＢ方式に比

べ優位性がある。
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イ） 民間収益事業の実施による本施設のサービス水準の向上

⇒ ＤＢＯ方式，ＰＦＩ方式に優位性あり

ＤＢＯ方式及びＰＦＩ方式では，設計から維持管理・運営

までを一括発注するため，設計の段階から民間収益事業の実

施を踏まえた計画が可能であり，施設整備と維持管理・運営

が分離する従来型手法，ＤＢ方式に比べ優位性がある。

② 事業の安定性

⇒ ＰＦＩ方式に優位性あり

体育館という公共施設は，長期にわたり安定的なサービス

の提供が求められる施設である。このようなことから，サー

ビス提供の状況やサービス提供主体の状況の監視（以下，「モ

ニタリング」という。）が重要になる。

従来型手法，ＤＢ方式は，発注主体である県がモニタリン

グすることになるが，設計・建設と維持管理・運営が分離し

ており，指定管理期間を考慮すると，事業期間が長期となる

ことは想定しにくいという点で，モニタリングの重要性はＤ

ＢＯ方式やＰＦＩ方式と比較して高くない。

ＤＢＯ方式は，長期の事業期間となることが想定されるが，

発注主体である県がモニタリングすることになり，金融機関

によるモニタリングが実施されないことが懸念される。ＰＦ

Ｉ方式は，企業グループ間での相互モニタリングのほか，当

該事業に融資を行う金融機関によるモニタリングも実施され，

事業の安定性が高まるため，従来型手法，ＤＢ方式，ＤＢＯ

方式に比べ優位性がある。

③ 県内企業の参加容易性

⇒ 従来型手法，ＤＢ方式に優位性あり

ＤＢＯ方式，ＰＦＩ方式では，コンソーシアム※10の組成の

必要があり，両方式に経験のない県内企業は参加に消極的に

なる可能性があるため，従来型手法及びＤＢ方式の方が優位

性がある。したがって，ＤＢＯ方式，ＰＦＩ方式の場合は，

県内企業の受注確保に配慮した民間事業者の募集方法を検討

していく必要がある。

※10 コンソーシアム：民間事業者の公募に当たり組成される法人格の無い共同企業体
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３ 最適事業スキームの抽出

従来型手法とＰＦＩ方式について，ＶＦＭ算定の結果，本施設の整備・

運営をＰＦＩ方式で実施した場合，一定のＶＦＭが得られる結果となった

ことや定量的・定性的評価を踏まえ，総合的に評価した結果，ＰＦＩ方式

の採用が最適と考えられる。

４ 今後のスケジュール

11月～１月末： 事業化に向けた課題整理

・導入可能性の評価（ＶＦＭの算定等）

・最適事業スキームの抽出

２月： 最終報告


